（別添様式１）
予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工業研究費　　　
	事業名　陶磁器原料供給安定化調査事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　セラミックス研究所　技術支援部　電話番号：0572-22-5381

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c23103@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　   　　1,000千円　（前年度予算額：1,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	要求額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000

	確定額
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
企業・産業界のニーズに応えるため、陶磁器産業に密着した課題を研究開発するとともに、同産業の高度化・高付加価値化を支援する必要がある。

近年良質な原料の入手が困難になってきており、現在ある原料は将来的に焼成呈色や可塑性が悪くなることが予想されるため、従来使用していなかった低

級粘土を使用することが急務となる。それに対応するために、低級粘土中に含

まれる不純物の除去や成形に寄与する可塑性評価を行い、低級粘土の使用を容

易とする。
（２）事業内容

陶磁器原料を安定供給するために、従来利用していなかった原料を使用して、将来にわたって陶磁器が製造可能となるよう、未利用原料の各種分析評価や、陶磁器製造土の調合を検討するとともに、成形・焼成等の製造条件の明確化（成形のしやすさなど原料や坏土の評価法など）について調査研究を実施する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　陶磁器業界の大きな課題である原料の供給について県が研究開発を進め、業界の安定した発展に寄与する。

（４）類似事業の有無

　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	70
	職員の出張旅費

	需用費
	930
	研究のための消耗品購入 等

	合計
	1,000
	


	　決定額の考え方　




（別添様式２）

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成31年度までに、従来利用されていなかった低級粘土を原料として使用できるか調査を実施し、陶磁器原料化の可否を探る。
これらの研究成果を公開し、共同研究や研究会活動により実用化に向けた取り組みを行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標

	技術移転の推進

	（H  ）
	0件
（H26）
	0件
（H27）
	0件
（H28）
	1件
（H30）


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

従来使用していなかった低級粘土の分析評価を行い、粘土以外の焼成呈色に影響を及ぼす不純物の存在を確認し、陶磁器業界と協力し、篩分け、磁選機を利用し、不純物除去の可能性評価を行った。またこの結果については、産業界、自治体で構成された「美濃焼みらい会議」にて現状報告を行った。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
従来使用していなかった低級粘土の化学分析等の評価、篩分け、磁選機による不純物除去の結果、一定の除去効果が見られた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い

	(評価)

○
	陶磁器原料の枯渇問題が顕在化したことから、すべての陶磁器製品に影響が出ると想定される。このような産業界が直面する課題に対して、新たな技術や素材開発など、研究開発の面から産業界を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

	（評価）

○


	研究成果については、業界団体等と共有を図ることで業界団体としての取り組み推進に応えている。業界団体等との連携を密にしながら、研究成果を広く発信することで、産業界への技術移転を目指した取り組みを進める。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている

	(評価)

○


	定期的に進捗状況ヒアリング、自己評価を実施しており、研究開発方法を含めて適正な進捗管理に努めている。また、業界団体等における会議などにおいて、情報共有を図るとともに、成果応用に対するニーズを拾い上げることで、効率的な事業推進を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
低級粘土の原因である不純物の除去に関しては一定の解決方向性を示すことができた。今後は、可塑性による成形性の問題点の整理及び解決方法の模索が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

原料枯渇問題という業界ニーズに対応して、未利用原料の活用技術に関する研究開発を行い、企業支援を進めるために必要である。次年度以降についても、業界団体等との情報共有や意見交換、個別企業からの技術相談等により技術的ニーズを的確に把握しながら継続して活用技術の研究を進める。研究成果等の技術情報については、あらゆる機会を通じて情報発信に努めるとともに、地元企業との研究会や勉強会等により、成果の技術移転に努める。


